
物価高騰・資材不足から くらしと営業を守れ！

■対象世帯

・住民税非課税世帯、住民税均等割のみ課税世帯、

児童扶養手当受給世帯

■対象条件

・エアコンが1台もない世帯（故障もしくは、製造

から15年経過している場合も可）

■助成内容 ■申請期間

上限10万円（区内販売店購入） 6月～9月30日

西荻南区民集会所は、前・田中区政のもと、２０２２年に旧

西荻区民事務所の移転先とするため、西荻北一丁目の旧西荻北

児童館跡地へ暫定移転されました。その結果、西荻南地域から

区立集会施設がなくなり、住民や利用者から早期に地域へ戻す

ことを求める声が上がっていました。

住民有志は署名を集めて区長に提出し、区の担当部署との懇

談を重ねてきました。党区議団も議会質問で、西荻区民事務所

を建て替え後の駅前ビルに戻し、現在の区民事務所の場所へ西

荻南区民集会所を戻す案を具体的に提案し、継続して実現を求

めてきました。

区は、今定例会で、西荻区民事務所を２０２８年６月に駅前

の新築民間ビルへ移転し、その後、西荻南区民集会所を２０２

８年１０月に元の場所へ戻す方針を示しました。

住民のみなさんの粘り強い運動と、党区議団の議会論戦が結

びついて実現した重要な前進です。

住民税非課税等の世帯向け

エアコンの購入費を助成します

９月３０日まで 最大１０万円！

「核兵器のない平和な世界の実現に向け、日本政府に核兵器

禁止条約の署名・批准に向けた環境整備と非核三原則の堅持を

求める意見書」の提出を求める陳情が、賛成３１（共産、公明、

立憲、シ杉など）、反対１４（自民、参政、国民民主、維新な

ど）で採択されました。同趣旨の議員提出議案による意見書も

可決され、杉並区議会として日本政府へ提出することになりま

した。これまで、同様の陳情は不採択となってきましたが、今

回はついに「採択」となりました。

原水爆禁止署名運動発祥の地・杉並で、被爆者をはじめ、核

兵器のない世界を願う区民が長年積み重ねてきた運動が実を結

びました。区民の声が区議会を動かした大きな成果です。

西荻南区民集会所が元の場所に！住民運動が実る

５月１４日、岸本区長に「イラン攻撃におる資材不

足等に対する緊急要望書」を手渡しました。

５月２２日から６月１２日まで、第２回杉並区議会定例会が

開催されました。

中東情勢の緊迫化や物価高騰の長期化で、区民生活と地域経

済への影響が深刻化するもと、日本共産党杉並区議団は、区内

建設事業者や医療機関から資材不足などの切実な声を聞き、一

般質問で、区内事業者の実態把握、相談体制の強化、融資・返

済猶予、国への対策要請などを求めました。

区長は、建設分野に限らず、医療・福祉など区内事業者の実

態や要望を丁寧に把握し、必要に応じて国や東京都にも要望し

ながら支援策を検討すると表明

しました。

一般質問に先だち、区長に申

し入れも行いました。

杉並区議会から国に意見書を提出核兵器禁止条約の署名・批准に向けて陳情を採択

杉並区議団 ２０２６年８月発行
（第２回定例会報告）

緊急要望書の内容

はこちらから

（区議団ＨＰ）→

ニュース
ＮＯ.４５０

【問い合わせ先】

すぎなみエアコン助成コールセンター

電話：０５０－１７５１－８５４２

受付時間：午前９時～午後５時（土日祝日を除く）



７月９日に行われた区長記者会見で、岸本区

長は、選挙公約に掲げた緊急経済対策につい

て、できるだけ早く着手するよう指示したこ

とを明らかにしました。

区長をトップとする組織横断的な経済対策

会議を設置するとともに、中東情勢の影響な

どで売り上げが減少している区内中小企業、

とりわけ小規模事業者を支援するため、資金

融資の利子を実質無利子とする特例資金の創

設（８～12月申込分の「小規模企業小口資金」

などが対象）を表明。また、公約に掲げたシ

ルバーパス購入費の助成や、区立中学校の修

学旅行費無償化についても、早期の実施に向

けて取り組む方針を示しました。

６月２８日投票で行われた杉並区長選挙で、岸本聡子区長が再選を果た

しました。「対話」と「くらし優先」の区政が支持された結果だと受け止

めています。

７月９日、日本共産党区議団は、岸本区長２期目の任期開始にあたり、

区民のくらしと営業を守るための対策として、中小事業者への光熱費や家

賃支援、無利子・信用保証料ゼロの区独自の融資制度の創設をはじめ、シ

ルバーパスへの区独自補助、区立中学校の修学旅行無償化、家賃補助の拡

充などを速やかに実施するよう、申し入れを行いました。このうち、区独

自の融資制度については、実施が決定しました。（左下・参照）

シルバーパス購入費助成、修学旅行費無償化など

岸本区長 公約実現に着手

７月２８日に発生した熊本

地震を受け、日本共産党区議

団は、８月７日、杉並区に対

し、被災自治体への積極的な

支援と、杉並区の防災対策の

拡充を申し入れました。

要請項目は、震災救援所の暑

さ対策やプライバシーの確保、スフィア基準に基づいた備蓄品のさら

なる拡充、在宅避難者への支援体制の検証などです。

岸本区長は申し入れを受け、基礎自治体として、区内避難所の点検

や備蓄品の拡充の取組を進めるとともに、国や都に対して、防災対策

の強化を求めると述べました。
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岸本区長２期目スタートにあたり

要望書全文は

こちらから →

（区議団ＨＰ）

↑会見資料

と動画

日本共産党区議団は、区民のみなさんの意見・要

望を区政にいかすために、アンケートに取り組んで

います。お答えいただける範囲でかまいませんので、

ご協力をお願いします。

日本共産党杉並区議団

岸本区長に緊急申し入れ

熊本地震への支援と区の防災対策強化を！
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↑回答はこちらから


